










要旨 

社会的ニーズとして「障害児の保育を保育所で」との声は大きく、それに呼応して横浜市

では平成 10 年度から全公立保育所で障害児保育を開始した。そこで横浜市内の公立及び私

立認可保育所と横浜保育室(私立無認可保育所の一部)の全保育所 309 ヶ所に障害児保育に

ついて療育・医療機関の支援状況を含めて実態を調査した。 

その結果、70%の保育所で障害児保育を実施しており、その成果として保育内容が充実し、

本人と家族も多くの利点を挙げていた。同時に医療・福祉との連携の必要性を強く訴え、

保母への研修会・事例検討会の定期的開催を求めていた。マニュアルヘの要望として病気

や障害の説明、食事指導や緊急対応の配慮事項、各種相談窓口や制度の紹介を挙げていた。 

また運動系疾患としては水頭症や:二分脊椎症が多数保育されており、今後はこれらの疾患

の療育上の問題点に焦点を当てて、種々の情報を提供する小冊子を作成することとした。 


